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Due to the increasing number of foreign tourists, and as Japan becomes a tourism-oriented 
country, the national and local governments have created guidelines regarding 
transportation signage to foreigners in Japan.   
As public transportation must be available “anytime, anywhere, for everyone”.  It is 
necessary to provide, for not only foreign tourists but also foreigners living in the area, highly 
convenient transportation services. 
With the concept of “leave nobody behind” becoming mainstream thought internationally, 
such as with the introduction of the SDGs(Sustainable Development Goals), providing public 
transport services that area accessible to everyone is one of the most important issues, facing 
modern, developed nations. 
The purpose of this study is to clarify the issues foreigners face when using transportation. 
  Hamamatsu city which, nationally, has the largest number of Brazilian residents, and 
buses are the center of public transportation in a city without subways was chosen as an 
example. 
  For both long term Brazilian residents and those on short stay visas, and also for foreign 
tourists who wish to travel smoothly by bus around the city, clear signage at both bus 
terminals and bus stops is indispensable.   
  In order to make bus transportation easy to use for foreigners, it is necessary to consider 
ways to provide accurate information regarding bus travel. 
  Questionnaires and interviews were conducted to identify problems currently faced by 
foreigners using buses as the main form of transport.  The questionnaire results found that 
foreigners living in Hamamatsu city tended to prefer guidance in Japanese over their native 
language.  In addition, it was also found that English was not the only “dominant language”.   
Furthermore, it was revealed that foreigners who did not understand Japanese well often 
experienced inconvenience when using the bus and this inconvenience was not really 
interpreted as a major problem by the local population. 
Hamamatsu city is a very car dependent city however it is desirable to have a range of 
options to improve the overall quality of life (QOL) of its citizens, if they had through a clearly 
understandable transport system. 
  By employing the concepts contained within Roman Jakobson’s “Communication Theory”, 
it should be possible to provide foreigners with an easy to use and understand system of 
public transportation. 
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1 観光庁「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート」結果 2016 
https://www.mlit.go.jp/common/001281549.pdf （2019.12.24） 










http://www.bus-kyo.or.jp/cms/wp-content/uploads/2018/02/597b51e0dd25c9b50e82661cf3ebfa38.pdf   




3 東京都オリンピック・パラリンピック準備局  















また、浜松市は全国に先駆けて 2002 年に 6 章 22 条からなる「浜松市ユニバーサルデザイン
条例」を策定し、2003 年 4 月に施行した。この条例では、公共施設や公共交通事業者の努力等
について、すべての人が安心、安全かつ円滑に利用できるような整備を行うよう示している。 














                                                     
4 e-Stat（政府統計の総合窓口） 在留外国人統計（2018年 12月）を参考に算出。 
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00250012&tstat=00000101
8034&cycle=1&year=20180&month=24101212&tclass1=000001060399 （2019.12.24） 
5 同上 （2019.12.24） 
6 オムニバスタウンとは交通渋滞、大気汚染、自動車事故の増加といった都市が直面している諸問題を  
バス交通を活用したまちづくりを通じ、安全で豊かな暮らしやすい地域の実現を図ることを目的とし  
て、旧運輸省、旧建設省、警察庁が連携して創設した補助制度で国からの補助金が 5 年間支給される。 













 確かに浜松市は自動車依存都市であり、1975 年にはバス・鉄道の分担率9は 6 割だったが、20








まねく公平に13」供給されるべきなのである（下村 2016, p.63）。 









                                                     
9  代表交通手段別が全交通手段の数に占める割合のことで、公共交通の分担率を公共交通分担率とい  
う。 
10 国土交通省 地域公共交通の現状と課題 
http://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/hrt54/com_policy/pdf/H28startup-koutuukikaku.pdf （2019.12.24） 
11 浜松市 HP 浜松市総合交通計画 参考資料 2 
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/kotsu/traffic/kotsukeikaku/mokuji/sankoshiryo2.html    
（2019.12.24） 
12  市内バス 路線事業者との協力による市域全体のバス路線網構築 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/trasport/pdf/052_hamamatsu.pdf  （2019.12.24） 
13 米国で 1934年に通信法で「あまねく公平」の概念が示された。この法律では、人種、宗教、出身、性別 
の区別なく、可能な限り迅速かつ効率的に全米及び全世界をカバーする有線・無線のサービスを提供する
という政治目標が掲げられた。日本では、1947年の郵便法、郵便貯金法、1949年の簡易生命保険法放送で
は 1950年の放送法で、電気通信では 1953年の公衆電気通信法で、電力では 1964年の電気事業法で、「あ













































                                                     





































































































































情報が入手できると考えられがちだが、旅行中に 28.7％が「無料公衆無線 LAN で困った」と回
答しており、たやすく Wi-Fi を利用できる状況でないことが把握できる。 
 また、内閣府が日本人に行った公共交通に関する世論調査21では、路線バスの利用手段や経路
をインターネット等で調べる人は 40～49 歳で 63.4％だが、60～69歳で 26.3％、70歳以上では
9.3％と減少している。そのかわり駅やバス停に掲示されている経路図や時刻表で調べる人は、












                                                     
20 観光庁「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート」結果 2016 
https://www.mlit.go.jp/common/001281549.pdf （2019.12.24） 
21 内閣府 公共交通に関する世論調査 2016年 
http://survey.gov-online.go.jp/h28/h28-kotsu/index.html （2019.12.24） 
22 内閣府 人権擁護に関する世論調査 2007年 
https://survey.gov-online.go.jp/h19/h19-jinken/index.html  （2019.12.24） 
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23 浜松市 HP 住民基本台帳による人口と世帯数 2019年 10月 1日現在 







































                                                     
25 浜松商工会議所 浜松市中心市街地活性化協議会 中心市街地のインバウンドに関する調査報告書 
https://www.hamamatsu-cci.or.jp/news/file/04e1cc4a118b507a3f0ca4a670806ba4.pdf 
(2019.12.24） 





























                                                     
27 広報はままつ 2019年 5月号を参照。 

























必要性があり、国内交通体系の見直しを行った。そしてミッテラン政権時31、1982 年に 43 条か
ら成る LOTI が制定され、フランスが資本主義国として初めて新しい権利として「交通権」の概
念を導入した。ミッテラン政権は、「持続可能な交通」という時代を先取りした概念をかかげ、







   「人間的な社会進歩への参加」という見地から労働権、居住権、健康権と同じレベルの   
   新しいレベルの権利として人間の社会参加における交通の役割を位置づけ、権利内容を  
                                                     
29 竹内（2012）や塚井ら（2012）など。 




31 1981年社会党から初めて大統領に当選 1995年まで 2期在籍。 
32 元フランス運輸相。（在籍期間 1981～1984年） 
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かったセルビアにまで流れ込んだと片野（2011, p.211）は LOTI 制定を歓迎している。 
 1970 年代後半の経済成長から自家用車の保有率が上昇するなど、フランスと日本とでは自動
車優先の都市政策において共通点があるため、日本はフランスの交通政策を模範としている（片

















34 ITmedia ビジネス ONLINE 杉山淳一の時事日想「交通権ってなに？」（2013.11.29付） 
https://www.itmedia.co.jp/makoto/articles/1311/29/news012.html （2019.12.24）  
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   ①権利の主体が国民であるとして、具体的にどの範囲まで認められるのかが明確でない。 
   ②「移動する権利」の具体的内容、誰に対して何を請求できるのかという事項が十分に 




















                                                     
35 国土交通省 資料 1-7-5「移動権（交通権）」に関する訴訟の例 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000019.html （2019.11.24） 
36 同上 （2019.12.24） 


















通権」の内容を明文化したのが「交通権憲章」であると述べている（原田 1988, ｐ.3）。 




 以下交通権憲章を概観する（表 1）。 
 第 1条は「交通権」の基本的概念であるというべき「人は、だれでも平等に交通権を有し、交
通権を保障される」とした「平等性の原則」について、第 8 条には「行政の責務」、第 9条では
「交通事業者の責務」を規定しており、交通権の主体である国民に対して交通権保障の義務と責
任を規定している。 









                                                     
38 交通権学会 交通権憲章前文を参照。 http://www.kotsuken.jp/charter/preamble.html 
（2019.12.24） 
39 同上 （2019.12.24） 
40 ここでは特に注釈がない限りは、国土交通委員会の会議録議事情報一覧 第 185回国土交通委員会第 



















































 第 15 条には、「交通政策基本計画」（以下 基本計画）を定めることとされており、その考






























                                                     


























年 4月に施行となり、法務省は受け入れ見込みを約 35 万人43としている。また 2018 年末時点で
永住者44（対前年末比 3.0％増）、留学生（同 8.2％増）、技能実習（同 19.7％増）などにより
在留外国人はおよそ 273万人で、過去最高となった45。また同報告によると国籍別では、中国籍
が 28.0％、次いで韓国籍が 16.5％、ベトナム、フィリピンがおよそ 10％と続いており、在留資












 総務省が 2006年に制作した「多文化共生の推進に関する研究会 報告書47」では、多文化共生
を「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとし
                                                     
43 法務省 新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組 
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01_00127.html  （2019.12.24） 
44 身分・地位に基づく在留資格であり、永住者は永住許可を受けた者、定住者は日系 3 世、外国人配偶 
者の連れ子等であり、その他日本人の配偶者等、永住者の配偶者等がある。これらの資格には活動制限が
ない。特別永住者とは戦前より日本に滞在している在日韓国・朝鮮人などである。 
45 法務省 平成 30年末現在における在留外国人数について 
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00081.html  （2019.12.24） 
46 日本政府観光局（JNTO） 訪日外客統計  
https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/data_info_listing/pdf/190619_monthly.pdf  （2019.12.24） 
47 2018年版も 2019年 3月に議論や多文化共生に係る地方自治体等の取組事例を取りまとめ報告している。 




















 政府は 2006 年に「生活者としての外国人に関する総合的対応策」に基づき、外国人が暮らし

















在した情報を受け入れることが困難であるため情報弱者になりやすい（村田 2017, p.84）。 
                                                     
48 法務省 HP 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策  







































                                                     
50 総務省 多文化共生推進プラン  
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/chiho/02gyosei05_03000060.html  (2019.12.24) 
51「生活者としての外国人」に関する総合的対応策  

































生」「交流」「協力」「発信」の分野で施策を推進してきた。5 年間の計画期間を経て 2018 年に
は、「第 2 次多文化共生都市ビジョン」を策定した。旧ビジョンでは、「多様性をいかしたまち
づくり」を重点施策とし外国人市民による多様な文化を都市の活力にし、地域の活性化を目指し
                                                     
52 浜松市 HP 概要 https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/shise/gaiyo/gaiyo/index.html   
（2019.12.24） 
53 町、丁別で外国人数が把握でき、個人情報保護の点から中区区民生活課より直接入手した。 
54 カナルハママツ https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/hamaj/ （2019.12.24） 







































                                                     
57 2019年度第 1期日本語ボランティア養成講座内 浜松市企画調整部国際課講義資料を参照。 
58 浜松市 HP 浜松市ユニバーサルデザイン条例  
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/ud/universal/jourei/honbun.html  （2019.12.24） 
59 共生ホストタウンとは UD のまちづくりや心の UD に取り組み、誰もが暮らしやすいまちづくりを推 
進する自治体に対し政府が認定するもの。浜松市は東京オリンピック・パラリンピックブラジル選手団の 
事前合宿地として市民ボランティアと共に 400人ほどを受け入れることが先導的・先進的な取組であると 
評価された。（広報はままつ 2019年 10月号） 
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庁的対応を進める目的で SEU（社会的排除防止庁）を設立した（寺田 2013, pp.131-132）。 
 1998 年には特に公共交通の整備が社会的排除を緩和する上で重要であるとの認識から、社会
的排除と公共交通の整備との関係に関する交通白書が提出された（大森 2004, p.57）。 













                                                     
60 厚生労働省 社会的排除リスク調査チーム 社会的排除に至るプロセス 










いると述べている（大森 2004, p.57）。 









 2001年に首相の命により、政府機関である SEU は社会的排除に直面している人々が仕事や主
要なサービスに到達する際、経験する問題やそれを克服するための推奨事項を調査し、2003 年















                                                     
62 Campaign for Better Transport   
https://bettertransport.org.uk/sites/default/files/research-files/Transport-and-social-exclusion-
summary.pdf  (2019.12.24) 
63 ここでは特に注釈がない限りは SEU の報告書である「Making the connection : Final Report on  
Transport and Social Exclusion Summary」を参考に述べる。  
http://s3-ap-southeast-2.amazonaws.com/resources.farm1.mycms.me/transportconnect-org-au/Reso   
urces/PDF/Making%20the%20Connection%20UK%20Report%202003.pdf  （2019.12.24） 
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ルデザインという語句と同様の意味合いで inclusive design や accessibility という言葉が使わ
れている（横溝・小松 2015, p.131）。 
 また、近年では、ユニバーサルサービスという言葉も頻繁に使用されるようになった。ユニバ
ーサルサービスという概念は、もともと通信から成立した考え方であり、同様の概念は、郵便、





































                                                     
64 全国ユニバーサルサービス連絡協議会 https://universalservice.jp/  （2019.12.24） 
65 同上 












































る。https://archive.yamaha.com/ja/news_release/2015/15071301.html  （2019.12.24） 
遠州鉄道も会員である。SOUND UD 会員一覧 https://soundud.org/members/ （2019.12.24） 
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70 公共交通マーケティング研究会第 1回例会にて発表（2019年 2月 23日開催）。この時のテーマは「顧  
客志向を意識した駅・バス停における案内掲示の方法を考えよう！」 
https://trans-market.jimdofree.com/イベント/第 1 回例会/ （2019.12.24） 
71 浜松市 HP 浜松市総合交通計画 参考資料-2    
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/kotsu/traffic/kotsukeikaku/mokuji/sankoshiryo2.html   
（2019.12.24） 
72 静岡鉄道 HP https://www.shizutetsu.co.jp/ （2019.12.24） 
遠州鉄道 HP https://www.entetsu.co.jp/  （2019.12.24） 
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アナウンス、バスの行先表示などについて調査したものを以下に示す（表 3、写真 1）。 
  
4-4-2.静岡市 
 人口はおよそ 70 万人で、外国人は約 1万人78で比率は 1.5％である。姉妹都市交流を中心に国
際化が始まり、その後外国人の増加と定住化により、2005年に静岡市国際化推進計画を策定し、
2014 年の計画終了を機に多文化共生社会の実現に向けて 2015 年には静岡市多文化共生推進計
画が策定された。基本目標は、「外国人住民の自主的参加と連携・協働による多様性の強みを活
かした地域づくり」「生活の安定につながる生活基盤の整備・充実」「多文化共生の意識が豊か
                                                     
73 京都市公共交通ネットワーク会議 外国人利用者に向けた公共交通案内情報の共通化を目指した取組
指針 
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/cmsfiles/contents/0000216/216968/ver1.pdf  （2019.12.24） 
74 観光庁 公共交通機関における外国語等による情報提供措置ガイドライン 
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/koukyou.html  （2019.12.24） 
75 堺市 HP バスの乗り方ガイド 
https://www.city.sakai.lg.jp/shisei/toshi/kokyokotsu/bus_riyo/busmap.html  （2019.12.24） 
76 株式会社じょうてつバス http://jotetsu.co.jp/bus/guide/guide.html （2019.12.24） 
阿寒バス株式会社  http://www.akanbus.co.jp/foreign/guide/  （2019.12.24） 
77 調査日時は静岡市 2018年 9月 24日(月)、名古屋市 2019年 2月 20日（火）、11月 26日（火）、豊田 
市 2019年 4月 11日 （木）、11月 26日（火）、堺市及び京都市 2019年 9月 28日（土）、浜松市 2018  
年 9月 11日（火） 











 静岡市は 2000 年にはオムニバスタウンに指定され、ノンステップバスの導入、バス停の整備
等を行っている80。外国人向けのパンフレット等は見当たらず、案内所で口頭で確認したが外国
人向けの案内はなかった。案内所近くにはバス乗り場の位置案内図があり、これにはローマ字も
併記されている (写真 1-1) 。静岡駅にあるバス停には日本語のみでローマ字表記はない(写真









のみローマ字で書かれたものが中心であった(写真 1-6) 。 
 
4-4-3.名古屋市 








                                                     
79 静岡市 HP 静岡市多文化共生推進計画 https://www.city.shizuoka.lg.jp/000690948.pdf 
（2019.12.24） 




82 名古屋市 HP 名古屋市の世帯数と人口 2019年 10月 1日現在   
http://www.city.nagoya.jp/shisei/category/67-5-5-0-0-0-0-0-0-0.html （2019.12.24） 
83 名古屋市 HP  第 2 次多文化共生推進プラン   
http://www.city.nagoya.jp/kankobunkakoryu/cmsfiles/contents/0000092/92013/zennbunn.pdf    
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 










り、駅名やバス停の名称はローマ字(一部英語)が併記されている (写真 1-8) 。 
 バス前面のデジタル方向幕には行先とバス番号が記載され、名古屋駅という日本語表示と共










4 階のそれぞれのバス乗り場の時刻表が一覧になっており、一目で確認できる (写真 1-10) 。 
 バスセンター内の待合室には電光掲示板が設置されており、3 階、4 階の乗り場案内、時刻、
行先を確認できる。日本語とローマ字版それぞれが交互に表示される仕組みで非常に分かりや
すい (写真 1-11) 。 
 中部国際空港（セントレア）行きのバス停には英語、中国語、韓国語、ポルトガル語の表示が
一部見受けられた (写真 1-12) 。路線図には観光名所の絵や英語の表記もある。それぞれの乗
り場の入り口には待合室同様英語と日本語が交互に表示されている。乗り場のドア上の時刻表







                                                     
（2019.12.24） 
84 豊田市 HP 豊田市人口詳細データ 2019年 10月 1日現在 
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のバスの乗り方など掲示してある (写真 1-15) 。バスを待ちながら見ることのできるバスで行
けるお勧め観光地案内も掲示されていた。駅構内には公共交通情報として西口、東口から発車す
るバスの行先と時刻が 2 時間分デジタルで表示され、異なる電車事業者の行先と時刻も一ヶ所












                                                     
https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/tokei/1004630/1033921.html （2019.12.24） 
85 豊田市 HP 外国人統計 2019年 5月 1日現在  
https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/tokei/sonohoka/1004767.html （2019.12.24） 
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 人口は約 140 万人87でその内外国人はおよそ 48,000人で比率は 3.5％である。国籍別に見ると















は見つからなかった (写真 1-19) 。八条西口を出ると頭上に案内表示があり、番号とアルファ
ベットの組み合わせで、この時点ではどの番号がどこへ向かうバス乗り場であるかは分からな








                                                     
87 京都市統計ポータル 住民基本台帳詳細データ 2019年 10月 1日現在 
https://www2.city.kyoto.lg.jp/sogo/toukei/Population/Juki/  （2019.12.24） 
88 京都市情報館 京都市国際化推進プラン  
https://www.city.kyoto.lg.jp/menu5/category/67-9-0-0-0-0-0-0-0-0.html  （2019.12.24） 
89 阪神淡路大震災をきっかけに日本語の役割研究を元にやさしい日本語を提案できると考え弘前大学  
社会言語学研究室が発信地になり研究を進めている。理想は母語での情報発信であるが災害時には  
様々な言語に翻訳するには時間がかかるが、やさしい日本語でなら多くの外国人に情報発信ができる。  
日本語能力試験 3 級程度、一文を短く、カタカタ外来語は極力使用しないなどの特徴がある。  
（弘前大学文学部社会言語学研究室 HP http://human.cc.hirosaki-u.ac.jp/kokugo/EJ1a.htm）     
（2019.12.24） 
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所もあるため、乗り換えをする際は都合がよい (写真 1-24) 。 
 
4-4-6.堺市 

















ないと感じた (写真 1-26,写真 1-27) 。かなり大きな路線図も掲げてあったが、こちらも日本
                                                     
91 IC カードの写真を利用し〇×も記載されていて、視覚的に分かりやすい。 
92 堺市 HP 住民基本台帳（外国人住民を含む）による世帯数・人口 2019年 9月末現在   
http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/tokei/jyukijinkou.html （2019.12.24） 
93 堺市 HP 堺市国際化推進プラン（改訂版） 
https://www.city.sakai.lg.jp/shisei/gyosei/shishin/kokusai/purankaitei.html （2019.12.24） 
94 メールでの問い合わせ（2019年 5月）に対する堺市公共交通課の回答より。 
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95 遠州鉄道へのインタビュー（2018.8）より。 
96 デジタル方向幕の「駅」は Sta.と表記されている。 
97 以下他社との互換性のあるものは IC カード、遠州鉄道独自のものをナイスパスと表記し区別する。 
98 2018年 9月時点よりも路線図や時刻表は大きく見やすくなっていた。 
99 メールでの問い合わせ（2019年 5月）に対する浜松市交通政策課の回答より。 
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100 メールでの問い合わせ（2019年 5月）に対する浜松市交通政策課の回答より。 

























 アンケートの質問内容は、静岡県地域外交局多文化共生課（2017）が行った「平成 28 年度静













 回答者は女性 40 人（76.9％）、男性 12 人（23.1％）(図 1-1)、年齢層は 20 歳以下が 20 人
                                                     
102 2019年 7月 5日から 7月 11日まで男女合わせて 12名が来日した。 
103 静岡県 平成 28年度多文化共生に関する基礎調査（外国人調査）  
http://www.pref.shizuoka.jp/kenmin/km-160/toukei.html  （2019.12.24） 
104 浜松市 平成 30年度第 5回浜松市広聴モニターアンケート調査 
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（38.5％）、21 歳以上 30歳以下が 23 人（44.2％）、31歳以上 40歳以下が 7人（13.5％）、41
歳以上が 2人（3.8％）であり、30歳以下が全体のおよそ 83％であった（図 1-2）。国籍別に見




も多く 27人（65.1％）、5年以上 10年未満は 2 人（4.7％）、10年以上 20年未満は 9 人（20.9％）、
20 年以上 30 年未満は 4 人（9.3％）であり、アンケート回答者でもっとも日本滞在が長い外国
人は 27年 11カ月であった（図 1-5）。日本滞在期間のうち、浜松市での居住期間を尋ねたとこ
ろ、日本滞在期間と浜松市での居住期間はほぼ同じであり、他都市での滞在歴が無い外国人が大






































あったが、文章を「ほぼ完全にできる」と回答した外国人は 19.6％と上昇している（図 1-15）。    
 この結果からは、単語のみでは意味がきちんと把握できなくても文章になると前後の関係か
ら内容が把握できるのだということが分かる。 
（4）【設問 10、12】バス利用頻度と利用しない理由（図 1-16、図 1-18） 
 続いてバスの利用頻度であるが、「ほぼ毎日」「週に 1～２回」「月に数回」「年に数回」「ほ
とんど乗らない」「乗ったことがない」の５件法で回答してもらった。 
 「ほとんど乗らない」が全体の 38.5％と一番多かったが、「ほぼ毎日」と回答した人は 21.2％





（5）【設問 11】バス利用時の不便さや困ること（図 1-17） 















































（7）【設問 13】バス改善希望点（図 1-19） 
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事業者の㏋が 27.1％、その他 Google マップなどのアプリが 10.4％であった。回答方法が複数
選択であったにもかかわらず、「友人/知人」の 1 つのみを選択した外国人がほとんどであった。 















 「浜松市滞在歴」と「バスの利用頻度」に関連があるか検討するために 2×2の Fisher の直接
確率検定を行った。旅行者を除き回答者を浜松滞在歴が「5 年以下」と「5 年以上」に分けたと















































                                                     
105 国土交通省 観光活性化標識ガイドライン http://www.mlit.go.jp/common/000059348.pdf   
（2019.12.24） 
106 本田弘之（2016）「『生活者としての外国人』支援のための公共サイン（看板・掲示物）調査研究」 
https://kaken.nii.ac.jp/ja/file/KAKENHI-PROJECT-25370587/25370587seika.pdf  （2019.12.24） 























7 月 25 日（木）、午前 9 時浜松駅北口に集合し、外国人 3 名程度で構成された 6 班は付き添い
の日本人とともに、それぞれあらかじめ決められた施設へ出発した。 
















 外国人留学生 3 人は全員 1 年程度の日本滞在歴である。今回行動を共にしたのは 20代の韓国
人女性（A さん）、同じく 20 代のベトナム人女性（B さん）、30 代のベトナム人女性（C さん）
と公益財団法人浜松・浜名湖ツーリズムビューローの日本人の H さんの 5名であった。 
②浜松駅からフルーツパーク 
 最初の目的地はフルーツパークで、浜松駅バスターミナルからバスに乗り目的地に向かう。  

















 事前学習でバス運賃は 700 円であることを知っていた A さんは、手元に 1,000 円札しかない



















めた。降車予定のバス停よりも 1 つ手前であったため、運賃は 690 円であったが 700 円を運賃
箱に投入した。C さんはおつりが出ると思って 700円を投入したと後に話してくれた。運賃表を
確認して 700 円ではないと気付いた C さんは運賃箱に 690 円投入したところ運転手も先に降り
た 2人におつりを返そうとしてくれた。しかし、説明が通じず、後ろの日本人が外国人 3 人の関











































































































や 5,000 円札は両替できないこと、おつりは出ないこと、両替の方法、共通の IC カードは利用
できないこと、整理券と運賃表に関して運賃箱や両替機などの写真を利用して英語での表示方
法の一例を示していた。 




 2019年 8月末、JR 東日本では「きっぷってなに？」というポスターを掲示した110。これは IC
カードしか利用したことのない若者に向けたポスターで、当駅から乗車するときのみ有効、購入
した当日のみ有効、途中駅での下車はできない（過剰分は払い戻せない）ことなどが記載されて
                                                     



































 浜松市在住外国人へのインタビューは 2019 年 5月から 9月に 7名に実施した。A、B、C さん
はフィールドワークに同行した際にグループ、または個別にインタビューを行った。浜松在住が
1 年程度で日本語学校に通う留学生である112。D さんは浜松市に 20 年以上居住しているブラジ
ル人で個別インタビューを行い、E さん、F さん、G113さんにはグループインタビューを実施し
た114。インタビュー時間としては、平均すると 1時間程度であった。主にアンケート調査結果を
                                                     
111 乗りものニュース https://trafficnews.jp/post/89360 （2019.12.24） 
112 C さんは浜松市で就業しているベトナム人のご主人がおり、留学生というわけではなく日本語学校に  
日本語を学びに来ている。 
113 外国人学習センターの日本語学習者で、学習歴は 1 年程度である。ただし日本滞在歴は様々で、長い


















Cさん：通学の時はいつも自転車で、週末に買い物や友達に会うために磐田市へ行くときにバスを利   






































        分かっているのかいつも不思議。 
調査者：バスターミナルは日本人にも分かりにくいと思いますよ。 
 














    
Dさん：空港に行くバスは分かりやすいけど、普通のバスは本当に分かりにくい。 
   私はナイスパスを利用しているけど、他の ICカードを利用できると思っている外国人が多 











 また D さんはバスに限らず、分からないことを聞いたときに、ダイレクトに欲しい情報を 
受け取れないことがとてもストレスだと述べていた。ホームページでも、口頭でも、なかなかほ




















































































人問わず毎日多くの人が訪れる。2018 年度は外国人だけでも 3,562 人の訪問があり、月平均に
すると約 300人である。国籍別では、アメリカが一番多く 405 人、中国の 289人と続き、3番目




                                                     
119 JNTO によれば、カテゴリー2とは少なくとも英語で対応可能なスタッフが常駐しており、広域の案  
































 浜松駅は東海道新幹線と JR の停車駅であり、他の民間交通機関への乗り継ぎが必要な場合、
一度駅を出なければならない。浜松駅は大きな駅ではないものの、出口は北口と南口とに大きく
分かれている。 






                                                     
121 2019年 9月調査時。 
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 そして今回バスに関する情報提供のあり方に関して以下の 3 点を把握することができた。 
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【第 1 条】 平等性の原則 
人は、だれでも平等に交通権を有し、交通権を保障される。 
【第 2 条】 安全性の確保 
人は、交通事故や交通公害から保護されて安全・安心に歩行・交通することができ、災害時に
は緊急・安全に避難し救助される。 
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【第 4 条】 文化性の確保 
人は、散策・サイクリング・旅行などを楽しみ、交通によって得られる芸術鑑賞・文化活動・
スポーツなど豊かな機会を享受できる。 
【第 5 条】 環境保全の尊重 
国民は、資源を浪費せずに地球環境と共生できる交通システムを積極的に創造する。 
【第 6 条】 整合性の尊重 
国民は、陸・海・空で調和がとれ、しかも住宅・産業施設・公共施設・都市・国土計画と整合
性のある公共交通中心の交通システムを積極的に創造する。 
【第 7 条】 国際性の尊重 
国民は、日本の歴史と風土に根ざした交通システムの創造と交通権の行使によって、世界の平
和と福祉と繁栄に積極的に貢献する。 
【第 8 条】 行政の責務 
政府・地方自治体は、交通に関する情報提供と政策決定への国民の参画をつうじて、利害調整
に配慮しながら国民の交通権を最大限に発展させる責務を負う。 
【第 9 条】 交通事業者の責務 
交通およびそれに関連する事業体とその従事者は、安全・快適な労働環境を実現し、その業務
をつうじて国民の交通権を最大限に保障し発展させる責務を負う。 
【第 10 条】 国民の責務 
国民は、交通権を享受するために国民の交通権を最大限に実現し、擁護・発展させる責務を負
う。 
【第 11 条】 交通基本法の制定 
国民は、交通権憲章にもとづく「交通基本法」(仮称)の制定を国に要求し、その実現に努力す
る。 




































【第 2 条】国民等の交通に対する基本的な需要の充足 
交通機能が十分に発揮されることにより、国民等の交通に対
する基本的な需要が適切に充足されなければならない。 










【第 4 条】 交通による環境負荷の低減 【第 4 条】 交通による環境負荷の低減 
【第 5 条】 交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率
的な連携 
【第 5 条】 交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率
的な連携 
【第 6 条】 連携等による施策の推進 【第 6 条】 連携等による施策の推進 




【第 7 条】 交通の安全の確保 
交通安全対策基本法その他の関係法律で定めるところによ
る。 
【第 8 条】 国の責務 【第 8 条】 国の責務 
【第 9 条】 地方公共団体の責務 
基本理念に関する住民その他の者の理解を深め、かつ、その協力
を得るよう努める 
【第 9 条】 地方公共団体の責務 
基本理念に関する住民の理解を深め、かつ、その協力を得るよう
努める 
【第 10 条】 交通関連事業者及び交通施設管理者の責務 【第 10 条】 交通関連事業者及び交通施設管理者の責務 
【第 11 条】 国民等の役割 
基本理念の理解、理念実現に向けて主体的に取り組み、施策
に協力することで基本理念の実現に積極的な役割を果たす 
【第 11 条】 国民の責務 
基本理念の理解、理念実現に向けて主体的に取り組み、施策
に協力すること 
【第 12 条】 関係者の連携・協力 【第 12 条】 関係者の連携・協力 
【第 13 条】 法制上の措置等 【第 13 条】 法制上の措置等 
【第 14 条】 年次報告書 【第 14 条】 年次報告書 










【第 16 条】 日常生活等に必要不可欠な交通手段確保 【第 16 条】 日常生活等に必要不可欠な交通手段確保 
【第 17 条】 高齢者、障害者、妊産婦の円滑な移動 
乳幼児同伴含む 
【第 17 条】 高齢者、障害者等の円滑な移動 
【第 18 条】 交通の利便性向上、円滑化、効率化 【第 18 条】 交通の利便性向上、円滑化、効率化 





【第 19 条】 国際競争力の強化及び地域の活力の向上に 




【第 20 条】 地域の活力に必要な施策  
【第 21 条】 運輸事業その他交通に関する事業の健全な
発展 
 
【第 22 条】  大規模災害時の機能低下の抑制及び迅速な回復
の施策 
 
【第 23 条】 交通に係る環境負荷の低減 【第 20 条】 交通に係る環境負荷の低減 
【第 24 条】 総合的な交通体験の整備等 【第 21 条】 総合的な交通体系の整備等 
【第 25 条】 まちづくりの観点からの施策の促進 【第 22 条】 まちづくりの観点からの施策の促進 
【第 26 条】 観光立国の実現の観点からの施策の推進 【第 23 条】 観光立国の実現の観点からの施策の推進 
【第 27 条】 協議の促進等 【第 24 条】 協議の促進等 
【第 28 条】 調査研究  
【第 29 条】 技術の開発及び普及 【第 25 条】 技術の開発及び普及 
【第 30 条】 国際的な連携の確保及び国際協力の推進 【第 26 条】 国際的な連携の確保及び国際協力の推進 
【第 31 条】 国民等の立場に立った施策の実施 
【第 27 条】 国民等の立場に立った施策の実施のための
措置 
【第 32 条】 地方公共団体の施策 【第 28 条】 地方公共団体の施策 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































静岡駅 インフォメーションセンター近く  
バスのりば位置案内   ローマ字併記(一部英語) 
 






























































基幹バス  名鉄バス料金表（同一料金） 











































































































































































































バスターミナル のりば案内  
ローマ字併記(温泉の表記は hot spring、市役所の表記は city hall) 





































































































































4. 民族性 （複数回答 N=52)
3. 国籍 (複数回答可) 
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出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
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      出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
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 出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
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出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
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 出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
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出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 














































11. 設問 10 でほぼ毎日、週 1～2 回、月に数回、年に数回を選んだ方、 
   バスを利用する時に不便なこと、困っていること（複数回答） 
12. 設問 10 でほとんど使わない、使ったことがないと回答した方、 
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出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 

























































13. 設問 12 でバス以外の利用手段を選択した方、バスのどのような点が
改善されればバスに乗りますか。 
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14. （2）設問 13 でバスには今後も乗らないと回答した方以外、 
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出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケート調査 
 出典 浜松市におけるバス交通 外国人アンケー調査 






 注：日本語で書かれたものについては、原文のまま記載し、ポルトガル語、英語での回答については意  





























































        コード                  コンテクスト 
    




〇 △ □ 情報の送り手 
コンタクト 
メッセージ 
